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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第43期

第２四半期連結
累計期間 

第43期
第２四半期連結

会計期間 
第42期

会計期間 

自平成21年
 １月１日 
至平成21年 
 ６月30日 

自平成21年
 ４月１日 
至平成21年 
 ６月30日 

自平成20年
 １月１日 
至平成20年 
 12月31日 

売上高（千円）  7,922,178  4,082,587  16,872,344

経常利益（千円）  218,974  130,990  1,013,305

四半期（当期）純利益（千円）  115,184  64,021  563,380

純資産額（千円） －  4,989,671  5,027,485

総資産額（千円） －  16,652,142  17,277,657

１株当たり純資産額（円） －  1,091.66  1,088.22

１株当たり四半期（当期）純利益

（円） 
 25.00  13.94  145.30

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益（円） 
－ － － 

自己資本比率（％） －  30.0  29.1

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 450,357 －  947,539

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △376,675 －  △330,493

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △186,795 －  452,998

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
－  2,016,971  2,130,085

従業員数（名） －  627  584
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 当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重  

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

  

 当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

  

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は、当社グループ外からの出向者を含む就業人員数であります。 

２．従業員数欄の［外書］は、臨時従業員の当第２四半期連結会計期間の平均雇用人員（１日８時間換算）であ

ります。 

３．臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。 

  

    (2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は、他社からの出向者を含む就業人員数であります。 

２．従業員数欄の［外書］は、臨時従業員の当第２四半期会計期間の平均雇用人員（１日８時間換算）でありま

す。 

３．臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。 

  

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成21年６月30日現在

従業員数（名） 627 [ ] 43

  平成21年６月30日現在

従業員数（名） 609 [ ] 27
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(1）生産実績 

（情報サービス事業） 

 情報サービス事業は、情報サービス産業に分類され、いわゆるサービス業であるため、該当事項はありません。

（収納代行サービス事業） 

 収納代行サービス事業は、収納事業者からの代金回収の代行を委任（準委任）され、継続的に行うサービスであ

り、該当事項はありません。 

 (2）受注実績 

 当第２四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。 

  

（情報サービス事業） 

     （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

（収納代行サービス事業） 

 収納代行サービス事業は、収納事業者からの代金回収の代行を委任（準委任）され、継続的に行うサービスであ

り、該当事項はありません。 

(3）販売実績 

 当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。  

      （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。  

  

     当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

   また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。  

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

事業の種類別セグメントの名称 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

受注高
（千円） 

受注残高
（千円） 

情報サービス事業  2,323,324  1,102,059

事業の種類別セグメントの名称 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

販売高（千円）

情報サービス事業   

情報処理サービス  669,729

システムソリューション  1,025,989

システムインテグレーション  484,311

商品販売  193,562

小計  2,373,592

収納代行サービス事業  1,708,994

合計  4,082,587

２【事業等のリスク】
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     当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

  

(1）経営成績の分析  

 当第２四半期連結会計期間におけるわが国の経済は、一部の製造業において生産の持ち直しが見られ、やや回復の

兆しが見られるものの、企業収益の悪化による雇用不安や所得減少により個人消費が低迷するなど、依然として先行

不透明な状況にあります。 

  このような市場環境の下で当社グループは、新たに導入した本部制のもと効率的な事業運営や人材と組織力の強化

を図るとともに、労務費の抑制、経費の削減などに努め、更には、景気回復時に備えた新規事業の企画、立ち上げを

行うなどして、新規顧客の開拓や既存顧客の深耕を進めてきました。 

  この結果、当第２四半期連結会計期間における売上高は40億82百万円となり、利益面においては、営業利益が１億

25百万円、経常利益は１億30百万円、四半期純利益は64百万円となりました。 

 事業内容では、情報サービス事業は、引き続き大手得意先がシステム関連予算の見直しを進めるなど、全般的に開

発案件の先送りや小規模化、システム運用費用・保守費用の減少傾向が見られ、売上高は23億73百万円、営業利益

（配賦不能費用控除前）は１億28百万円となりました。 

 収納代行サービス事業は、依然として他社との競合が厳しさを増すなか、消費低迷による既存通販業者の販売減

少、及び収納代行に伴う追加サービス契約が伸び悩みなどの課題はあるものの、営業要員の増員や、キャンペーン、

プロモーション活動などを行うとともに、システム更改によりコストダウンを図り、売上高は17億08百万円、営業利

益（配賦不能費用控除前）は１億58百万円となりました。 

(2）財政状態の分析 

 当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末と比較して６億25百万円減少し、166億52百万円とな

りました。これは主に、短期の繰延税金資産が１億38百万円増加したものの、現金及び預金の減少５億55百万円、受

取手形及び売掛金の減少５億60百万円などによるものであります。 

 負債は、前連結会計年度末と比較して５億87百万円減少し、116億62百万円となりました。これは主に、買掛金の

減少２億６百万円及び収納代行預り金の減少５億35百万円などによるものであります。 

 純資産は、前連結会計年度末と比較して37百万円減少し、49億89百万円となりました。これは、自己株式の取得に

よる減少28百万円などによるものであります。 

(3）キャッシュ・フローの状況 

 当第２四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物（以下「資金」という）は20億16百万円となり、第１四半期連

結会計期間末に比べ84百万円減少いたしました。 

  当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  営業活動の結果、増加した資金は２億95百万円となりました。これは主として賞与引当金の減少が１億63百万円あ

った一方、税金等調整前四半期純利益の１億３百万円計上、減価償却費の53百万円計上、その他の流動負債の増加が

２億78百万円などがあったことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  投資活動の結果、減少した資金は３億20百万円となりました。これは主として投資有価証券の取得による３億30百

万円の支出などによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  財務活動の結果、減少した資金は59百万円となりました。これは主として短期借入金の純減少額30百万円、自己株

式の取得28百万円などによるものであります。 

  

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題  

 当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

(5）研究開発活動   

当第２四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、48百万円であります。 

なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。  

   

３【経営上の重要な契約等】

４【財政状態、経営成績の分析】
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(1）主要な設備の状況 

  当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

    

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画した重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあ

りません。 

  

  

  

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

  

  

  

②【発行済株式】 

  （注）「提出日現在発行数」欄には、平成21年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。  

  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  14,880,000

計  14,880,000

種類 
第２四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成21年６月30日） 

      提出日現在
発行数（株） 

（平成21年８月14日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  4,620,000  4,620,000

 東京証券取引所 

名古屋証券取引所 

（各市場第二部） 

単元株式数は100株

であります 

計  4,620,000  4,620,000 － － 
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 会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

   

（２）【新株予約権等の状況】

株主総会の特別決議日（平成19年３月28日）

区分 
第２四半期会計期間末現在 
（平成21年６月30日） 

新株予約権の数（個）  80,000

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）   －  

新株予約権の目的となる株式の種類 
普通株式 

単元株式数は100株であります。 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  400,000

新株予約権の行使時の払込金額（円）  1,156

新株予約権の行使期間 
平成21年３月28日～ 

平成29年３月27日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円） 

                発行価格 1,156 

                資本組入額 578 

新株予約権の行使の条件 

 新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において

も、当社又は当社の子会社の取締役、若しくは従業員の地

位にあることを要する。 

 ただし、当社若しくは当社の子会社の取締役を任期満了

により退任した場合、定年退職その他正当な理由のある場

合にはこの限りではない。 

 新株予約権行使日の前日の証券取引所における当社株式

の終値が、行使価額の1.0倍以上であることを要する。 

 新株予約権者が死亡した場合は、死亡の日から10か月以

内（ただし、権利行使期間満了を限度とする）に限り、相

続人は死亡時において本人が行使する新株予約権の数を上

限として行使することができる。 

 その他の条件は、新株予約権発行の取締役会決議に基づ

き、当社と新株予約権の割り当てを受けたものとの間で締

結する「新株予約権割当契約」で定めるところによる。 

  

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡、質入その他の処分を認めない。 

代用払込みに関する事項   －  

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項   －  
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 該当事項はありません。  

  

  

   

  

  

  

（３）【ライツプランの内容】

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円）

平成21年４月１日～ 

平成21年６月30日 
－  4,620,000 －  998 －   697

（５）【大株主の状況】

  平成21年６月30日現在 

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

ヒロタ株式会社 岐阜県岐阜市玉姓町三丁目25番地  534,650  11.57

電算システム従業員持株会 岐阜県岐阜市日置江一丁目58番地  486,785  10.53

宮地 正直 岐阜県岐阜市  199,835  4.32

株式会社十六銀行 岐阜県岐阜市神田町八丁目26番地  185,950  4.02

三井情報株式会社 東京都港区愛宕二丁目５番１号  185,000  4.00

岐阜信用金庫 岐阜県岐阜市神田町六丁目11番地  179,950  3.89

株式会社大垣共立銀行 

（常任代理人 資産管理サー

ビス信託銀行株式会社）  

岐阜県大垣市郭町三丁目98番地 

（東京都中央区晴海一丁目８番地12号）  
 179,950  3.89

株式会社岐阜銀行 岐阜県岐阜市宇佐南一丁目７番１号  164,950  3.57

内木 一博 岐阜県岐阜市  106,335  2.30

ＴＩＳ株式会社 東京都港区海岸1丁目14番５号  100,000  2.16

計 －  2,323,405  50.29
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①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

   

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。  

  

   前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。  

   

（６）【議決権の状況】

  平成21年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等）  49,200 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式    4,569,100  45,691

権利内容に何ら限定のない当社にお

ける標準となる株式 

（単元株式数は100株であります。）

単元未満株式 普通株式        1,700 － 同上 

発行済株式総数              4,620,000 － － 

総株主の議決権 －  45,691 － 

  平成21年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所
有株式数 

（株） 

他人名義所
有株式数 

（株） 

所有株式数
の合計 

（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

 株式会社電算システム 
岐阜県岐阜市日置江一丁目58 

番地 
 49,200 －  49,200  1.06

計 －  49,200 －  49,200  1.06

２【株価の推移】

月別 
平成21年 
 １月 

 ２月  ３月 ４月 ５月 ６月

最高（円）  564  518  545  588  620  760

最低（円）  470  436  437  487  533  600

３【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

  なお、第１四半期連結会計期間（平成21年１月１日から平成21年３月31日まで）から「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日内閣府令第50号）附則第７条第１項第５

号ただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則を早期に適用しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間（平成21年４月１日から

平成21年６月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 

  なお、従来から当社が監査証明を受けている監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成21年７月１

日をもって有限責任監査法人トーマツとなりました。 

  

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 ※1  4,955,997 ※1  5,511,133

金銭の信託 ※1  6,589,531 ※1  6,682,589

受取手形及び売掛金 2,318,464 2,879,372

有価証券 98,976 99,433

商品 23,525 17,901

仕掛品 290,308 177,818

前払費用 68,541 59,695

繰延税金資産 170,463 31,852

その他 40,442 3,211

貸倒引当金 △2,222 △2,802

流動資産合計 14,554,028 15,460,204

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※2  555,268 ※2  563,840

土地 358,642 358,642

その他（純額） ※2  129,481 ※2  106,765

有形固定資産合計 1,043,391 1,029,248

無形固定資産   

ソフトウエア 237,796 262,912

その他 112,529 60,650

無形固定資産合計 350,325 323,563

投資その他の資産   

投資有価証券 420,274 189,767

繰延税金資産 54,719 45,135

差入保証金 221,614 221,923

その他 9,596 19,413

貸倒引当金 △1,808 △11,599

投資その他の資産合計 704,396 464,640

固定資産合計 2,098,113 1,817,452

資産合計 16,652,142 17,277,657
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 1,039,899 1,246,014

短期借入金 － 30,000

1年内返済予定の長期借入金 6,205 6,660

未払法人税等 250,613 254,109

収納代行預り金 ※1  9,528,558 ※1  10,063,638

賞与引当金 33,945 －

役員賞与引当金 12,345 －

受注損失引当金 1,917 11,608

その他 560,727 401,783

流動負債合計 11,434,211 12,013,814

固定負債   

長期借入金 － 3,430

役員退職慰労引当金 166,980 168,400

負ののれん 3,218 5,067

その他 58,060 59,460

固定負債合計 228,259 236,357

負債合計 11,662,470 12,250,171

純資産の部   

株主資本   

資本金 998,013 998,013

資本剰余金 697,869 697,869

利益剰余金 3,320,547 3,330,101

自己株式 △28,212 △40

株主資本合計 4,988,216 5,025,943

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 1,455 1,542

評価・換算差額等合計 1,455 1,542

純資産合計 4,989,671 5,027,485

負債純資産合計 16,652,142 17,277,657
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年６月30日) 

売上高 7,922,178

売上原価 6,499,481

売上総利益 1,422,697

販売費及び一般管理費 ※1  1,209,834

営業利益 212,863

営業外収益  

受取利息 2,975

負ののれん償却額 1,848

その他 4,261

営業外収益合計 9,085

営業外費用  

支払利息 291

支払手数料 1,699

持分法による投資損失 974

その他 8

営業外費用合計 2,973

経常利益 218,974

特別利益  

貸倒引当金戻入額 10,774

特別利益合計 10,774

特別損失  

固定資産除却損 27,503

特別損失合計 27,503

税金等調整前四半期純利益 202,245

法人税、住民税及び事業税 235,117

法人税等調整額 △148,056

法人税等合計 87,061

四半期純利益 115,184
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【第２四半期連結会計期間】 

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

売上高 4,082,587

売上原価 3,337,462

売上総利益 745,124

販売費及び一般管理費 ※1  619,216

営業利益 125,908

営業外収益  

受取利息 847

負ののれん償却額 924

持分法による投資利益 1,979

その他 3,189

営業外収益合計 6,940

営業外費用  

支払利息 150

支払手数料 1,699

その他 8

営業外費用合計 1,858

経常利益 130,990

特別利益  

貸倒引当金戻入額 144

特別利益合計 144

特別損失  

固定資産除却損 27,503

特別損失合計 27,503

税金等調整前四半期純利益 103,630

法人税、住民税及び事業税 130,373

法人税等調整額 △90,763

法人税等合計 39,609

四半期純利益 64,021

-14-



（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 202,245

減価償却費 101,574

のれん償却額 3,132

負ののれん償却額 △1,848

貸倒引当金の増減額（△は減少） △10,370

賞与引当金の増減額（△は減少） 33,945

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 12,345

受注損失引当金の増減額（△は減少） △9,691

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △1,420

受取利息及び受取配当金 △2,975

支払利息 291

持分法による投資損益（△は益） 974

固定資産除却損 27,503

売上債権の増減額（△は増加） 560,908

たな卸資産の増減額（△は増加） △118,113

仕入債務の増減額（△は減少） △206,115

未払金の増減額（△は減少） △3,973

その他の流動負債の増減額（△は減少） 136,941

その他 △40,791

小計 684,563

利息及び配当金の受取額 2,892

利息の支払額 △291

法人税等の支払額 △236,806

営業活動によるキャッシュ・フロー 450,357

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有価証券の償還による収入 100,000

有形固定資産の取得による支出 △63,896

無形固定資産の取得による支出 △83,217

投資有価証券の取得による支出 △330,000

その他 439

投資活動によるキャッシュ・フロー △376,675

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） △30,000

長期借入金の返済による支出 △3,885

自己株式の取得による支出 △28,172

配当金の支払額 △124,738

財務活動によるキャッシュ・フロー △186,795

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △113,113

現金及び現金同等物の期首残高 2,130,085

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  2,016,971
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       該当事項はありません。 

  

  

  

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第２四半期連結累計期間
（自 平成21年１月１日 

至 平成21年６月30日） 

会計処理基準に関する事項の変更  棚卸資産の評価に関する会計基準の適用  

 通常の販売目的で保有するたな卸資産について

は、従来、総平均法による原価法（仕掛品につい

ては、個別法による原価法）によっておりました

が、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評

価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平

成18年７月５日公表分）が適用されたことに伴

い、総平均法による原価法（仕掛品については、

個別法による原価法）（貸借対照表価額について

は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によ

り算定しております。これによる損益に与える影

響はありません。 

【簡便な会計処理】

  
当第２四半期連結累計期間
（自 平成21年１月１日 

至 平成21年６月30日） 

固定資産の減価償却費の算定方法  定率法を採用している資産については、連結会

計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定

しております。 

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成21年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成20年12月31日） 

※１ 預金、金銭の信託及び収納代行預り金 

 現金及び預金、金銭の信託の中には、収納代行サ

ービス事業に係る預金が含まれており、これに見合

う収納代行預り金 千円を流動負債に計上し

ております。当該収納代行預り金は、顧客の商品又

はサービスの利用者が、コンビニエンスストア等を

通して支払う代金を当社が収納し、顧客に送金する

ために一時的に預かっているものであります。 

   

※２ 有形固定資産の減価償却累計額   

   

9,528,558

建物及び構築物  千円829,916

 その他 千円162,015

合計 千円991,932

※１ 預金、金銭の信託及び収納代行預り金 

 現金及び預金、金銭の信託の中には、収納代行サ

ービス事業に係る預金が含まれており、これに見合

う収納代行預り金10,063,638千円を流動負債に計上

しております。当該収納代行預り金は、顧客の商品

又はサービスの利用者が、コンビニエンスストア等

を通して支払う代金を当社が収納し、顧客に送金す

るために一時的に預かっているものであります。 

   

※２ 有形固定資産の減価償却累計額  

   

建物及び構築物  843,916千円

その他 133,461千円

合計 977,377千円

（四半期連結損益計算書関係）

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年６月30日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は 

   次のとおりであります。 
  

   

給与手当  千円412,438

賞与及び賞与引当金繰入額  千円91,935

役員賞与引当金繰入額 千円12,345

役員退職慰労引当金繰入額 千円6,500

貸倒引当金繰入額 千円579

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は 

   次のとおりであります。  
  

   

給与手当  千円214,542

賞与及び賞与引当金繰入額 千円35,646

役員賞与引当金繰入額 千円6,172

役員退職慰労引当金繰入額 千円2,740

貸倒引当金繰入額額 千円579
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 当第２四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自 平成21年１月１日 至 平成

21年６月30日）  

１．発行済株式に関する事項 

  

２．自己株式に関する事項 

  

３．配当に関する事項 

（1）配当金支払額 

  
（2）基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生日

が当四半期連結会計期間の末日後となるもの 
  

該当事項はありません。 
  

４．株主資本の著しい変動に関する事項 

  当社は、当第２四半期連結累計期間において、平成21年３月27日開催の取締役会決議に基づき市場買付けによ
る自己株式の取得を行いました。この影響により、同期間において、自己株式が28百万円増加しております。  

  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年６月30日） 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 現金及び預金の中には、収納代行サービス事業に

係る預金が含まれており、当該預金は顧客の商品又

はサービスの利用者が、コンビニエンスストア等を

通して支払う代金を当社が収納し、顧客に送金する

ために一時的に預かっているものであります。ま

た、この預り金の一部を金銭信託しております。こ

のため、収納代行預り金については、現金及び現金

同等物から除いております。  
  

   

現金及び預金 千円4,955,997

金銭の信託 千円6,589,531

収納代行預り金 千円△9,528,558

現金及び現金同等物 千円2,016,971

（株主資本等関係）

株式の種類 

当第２四半期 

連結会計期間末 

（株） 

 普通株式      4,620,000 

株式の種類 

当第２四半期 

連結会計期間末 

（株） 

 普通株式      49,280 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年３月27日 

定時株主総会 
普通株式 124,738 27 平成20年12月31日 平成21年３月30日 利益剰余金 
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当第２四半期連結会計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

 （注）１．事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．各事業の主な内容 

(1）情報サービス事業……情報処理サービス、システムソリューション、システムインテグレーション 

(2）収納代行サービス事業……収納代行サービス 

  

当第２四半期連結累計期間（自 平成21年１月１日 至 平成21年６月30日） 

 （注）１．事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．各事業の主な内容 

(1）情報サービス事業……情報処理サービス、システムソリューション、システムインテグレーション 

(2）収納代行サービス事業……収納代行サービス 

  

当第２四半期連結会計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日）及び当第２四半期連結累計期間

（自 平成21年１月１日 至 平成21年６月30日） 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

   

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

  
情報サービス 
事業（千円） 

収納代行サー
ビス事業 

（千円） 
計（千円）

消去又は全社 
（千円） 

連結（千円）

売上高   

(1）外部顧客に対する売上

高 
 2,373,592  1,708,994  4,082,587 －  4,082,587

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高 
 4,487     －  4,487 ( )4,487  － 

計  2,378,079  1,708,994  4,087,074 ( )4,487  4,082,587

営業利益  128,238  158,065  286,303 ( )160,395  125,908

  
情報サービス 
事業（千円） 

収納代行サー
ビス事業 

（千円） 
計（千円）

消去又は全社 
（千円） 

連結（千円）

売上高   

(1）外部顧客に対する売上

高 
 4,726,655  3,195,523  7,922,178  －  7,922,178

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高 
 9,799  －  9,799 ( )9,799  －

計  4,736,454  3,195,523  7,931,977 ( )9,799  7,922,178

営業利益  262,269  297,219  559,489 ( )346,625  212,863

【所在地別セグメント情報】
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当第２四半期連結会計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日）及び当第２四半期連結累計期間

（自 平成21年１月１日 至 平成21年６月30日） 

海外売上高がないため、該当事項はありません。  

  

１．１株当たり純資産額 

  

２．１株当たり四半期純利益 

 （注）１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

          該当事項はありません。 

  

【海外売上高】

（１株当たり情報）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成21年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成20年12月31日） 

１株当たり純資産額 円 銭1,091 66 １株当たり純資産額 1,088円22銭

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、潜在株式はありますが、希薄化効果を有しないため記

載しておりません。 

１株当たり四半期純利益 円00銭25

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、潜在株式はありますが、希薄化効果を有しないため記

載しておりません。 

１株当たり四半期純利益 円 銭13 94

  
当第２四半期連結累計期間
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

四半期純利益（千円）  115,184  64,021

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（千円）  115,184  64,021

期中平均株式数（株）  4,606,614  4,593,447

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結

会計年度末から重要な変動があったものの概要 

      

       － 

      

       － 

（重要な後発事象）
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   該当事項はありません。  

  

２【その他】
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 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年８月11日

株式会社電算システム 

取締役会 御中 

有限責任監査法人トーマツ 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 水野 信勝   印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 渋谷 英司   印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社電算

システムの平成21年１月１日から平成21年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年４月１日か

ら平成21年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につい

て四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四

半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社電算システム及び連結子会社の平成21年６月30日現在の財政

状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

 ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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